（様式第１号）
　　年　　月　　日
仕様書等に対する質問・回答書

（契約担当者）
岡山県産業労働部産業振興課長　殿

住所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　

連絡責任者氏名
電話番号
ＦＡＸ番号
電子メール

	 公 告 番 号
	産振第２７７号

	 業   務　名
	令和８年度研究開発支援事業

	


質
問
事
項



	








	

回


答


	









（様式第２号）
　　年　　月　　日


令和８年度研究開発支援事業に関する提案書

岡山県知事　伊原木　隆太　様

住所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　

連絡責任者氏名
電話番号
ＦＡＸ番号
電子メール

岡山県が実施する「令和８年度研究開発支援事業」に関する業務の受注を希望することから、事業計画書など関係書類を下記のとおり提出します。

記

　（提出書類）
１　事業計画書（様式第３号）
２　令和８年度研究開発支援事業に関する見積書（様式第４号）
３　実績確認書（様式第５号）
４　パンフレット等法人の概要がわかるもの
５　民間企業にあっては、直近の決算書２期分を、民間企業以外の者に
あっては、定款及び直近の決算書２期分
６　岡山県税の滞納がないことを証する書類（写）
７　その他参考資料（　　　　　　　　　　　　　　　）


	（様式第３号）


	
整理番号

	




事　業　計　画　書
（必要に応じて別紙資料を作成し、添付してください。）

研究開発支援事業
	【県内企業に対する研究開発支援の内容】
　※コーディネータによる企業支援・競争的資金説明会の開催計画等についてご記入ください。


























（様式第４号）

年　　月　　日



岡山県知事　伊原木　隆太　様

住所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　


令和８年度研究開発支援事業に関する見積書


このことについて、次のとおり見積書の提出をいたします。


１　受託業務名
　　令和８年度研究開発支援事業

２　受託期間
　　令和８年４月１日から令和９年３月31日まで

３　見積金額
　　　　　　　　　　　　　円
　　内訳は別紙経費内訳書のとおり









別紙
経　費　内　訳　書
	区分
	予算額（円）
	積　算　内　訳

	研究開発支援事業

○○費
○○費



	



























	※人件費：事業に従事する者に要する給料、手当、福利厚生費を計上してください。
※事業費：事業に要する謝金、旅費、消耗品費、印刷製本費、燃料費、会議費、通信運搬費、委託費、賃借料、備品購入費等を計上してください。























	小　計
	
	

	消費税
	
	

	合　計
	
	




（様式第５号）
実績確認書

	県内企業のニーズを把握し、市場動向、公的な研究開発支援施策や国等の各種研究開発支援制度等を踏まえて、適切に研究開発を支援することができる機能等の具体的内容（公告２(9)）

	（具体的内容）













	県内企業のニーズを把握し、市場の動向、公的な研究開発支援施策や国等の各種研究開発支援制度等を踏まえた研究開発支援に関する業務の実績（公告２(10)）

	（実施年月日、場所、事業内容など）















※必要に応じて、資料等を添付すること。

（様式第６号）
法人用　


誓　　　　約　　　　書


　当社又は当団体は、次のことを誓約いたします。
　また、必要な場合には、このことについて岡山県警察本部に照会することを承諾します。

記

１　当社又は当団体の役員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第９条第２１号ロに規定する役員をいう。）は、次に掲げる者のいずれにも該当しません。 
（１）暴力団員等（岡山県暴力団排除条例（平成２２年岡山県条例第５７号）　　　第２条第３号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）に該当する者
（２）暴力団（岡山県暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。　　　以下同じ。）又は暴力団員等の統制下にある者
（３）暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者

２　１の各号に掲げる者が、当社又は当団体の経営に実質的に関与していません。


　　　令和　　 年　　 月　　 日


　岡山県知事　　伊原木　隆太　殿


                                            
　　　　　　　　　　　　
			所在地

			名　　称

			役職名
			氏名                   　　　　　   印



	
	・裏面もご確認ください。
	

	
	
	

	
	・誓約書は契約ごとに提出してください。
	




	 記入時の注意事項
◎　代表者が記入する場合
　　・　所在地、名称、役職名及び氏名欄には、登記されている主たる事務所の所在地、名称並び
　　　に代表者の役職及び氏名を記名し、代表者印又は契約書に使用する印を押印してください。
◎　受任者が記入する場合
　　・　契約に関して、入札参加資格審査申請時に県所定の様式による委任状が提出されていれば、
　　　当該委任状中の権限の委任により、この誓約書の内容について記入し、誓約する権限は、受
　　　任者が有していますが、契約の解除につながる可能性のある重要な内容なので、念のため事
　　　前に委任者に記載内容について確認しておいてください。
　　・　所在地、名称、役職名及び氏名欄には、受任者の住所、社名及び支店等の名称並びに受任
　　　者の職氏名を記名し、契約書に使用する印を押印してください。


（参　考）
岡山県暴力団排除条例（平成22年岡山県条例第57号）（抄）
　（定義） 
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
　(1) 暴力団　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。
　(2) 暴力団員　法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。
　(3) 暴力団員等　暴力団員又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者をいう。
　(4)～(6)略
　　　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）（抄）
　（定義） 
第２条　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 
　(1) 略
　(2) 暴力団　その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。
　(3)～(5)略
　(6) 暴力団員　暴力団の構成員をいう。
  (7)・(8)略
　（暴力的要求行為の禁止） 
第９条　指定暴力団等の暴力団員（以下「指定暴力団員」という。）は、その者の所属する指定暴力団等又はその系列上位指定暴力団等（当該指定暴力団等と上方連結（指定暴力団等が他の指定暴力団等の構成団体となり、又は指定暴力団等の代表者等が他の指定暴力団等の暴力団員となっている関係をいう。）をすることにより順次関連している各指定暴力団等をいう。第１２条の３及び第１２条の５において同じ。）の威力を示して次に掲げる行為をしてはならない。
(1)～(20)略
(21)　行政庁に対し、自己若しくは次に掲げる者（以下この条において「自己の関係者」という。）がした許認可等（行政手続法（平成５年法律第８８号）第２条第３号に規定する許認可等をいう。以下この号及び次号において同じ。）に係る申請（同条第３号 に規定する申請をいう。次号において同じ。）が法令（同条第１号に規定する法令をいう。以下この号及び次号において同じ。）に定められた許認可等の要件に該当しないにもかかわらず、当該許認可等をすることを要求し、又は自己若しくは自己の関係者について法令に定められた不利益処分（行政庁が、法令に基づき、特定の者を名あて人として、直接に、これに義務を課し、又はその権利を制限する処分をいう。以下この号及び次号において同じ。）の要件に該当する事由があるにもかかわらず、当該不利益処分をしないことを要求すること。
イ　略
ロ　法人その他の団体であって、自己がその役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該団体に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。）となっているもの
ハ　略
(22)～(27)略 


（様式第７号）
令和　　年　　月　　日

参加資格確認申請書

（契約担当者）
岡山県産業労働部産業振興課長　殿

所在地(住所)
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

連絡責任者氏名
電話番号　　
ＦＡＸ番号　　
電子メール　　

　令和８年３月３日付けで公告のあった業務委託に参加したいので、関係書類を添えて申し込みます。
　なお、参加資格を満たしていること及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

１　公告番号　産振第２７７号
２　業 務 名　令和８年度研究開発支援事業業務
３　契約期間　令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで
４　公告２（９）の要件を満たすことの説明
	


５　公告２（10）に示した業務の実績（実施年度、事業内容など）
	


６　添付書類
　・民間企業にあっては直近２期分の決算書、民間企業以外の者にあっては定款及び直近２期分の決算書
　・岡山県税の滞納がないことを証する書類
　・業務内容を示したパンフレット等
